
4-2 雇用における差別を行わず-機会の均等を図るo

41I基本的心構え.姿勢%+

国籍l性別,信条または社会的身分などを理由として雇用管理や処遇に
ついて差別的な取り扱いは行わないoまた-基本的人権を尊重しlセクシ
ュアルハラスメントなど-職場における不当な取り扱いや差別を防止する

ように努める.さらに-仕事と家庭の両立支援に琴り祖み,男女共同参画
社会の実現に努める.

4i具体的アクションプランの例T+

くり差別的取り扱いを排除するo

O均等待準原則の徹底
国籍l性別,信条または社会的身分などを理由に,雇用管理や処

遇について差別的取り扱いを行わ凱,ことを定めた労働基準法3条
なゼ関係法令の趣旨を理解し-必要に応じて就業規則などに均等待
遇原則を盛り込み1賃金,その他の労働条件につき差別的取り扱い
は行わないo

魯セクシュアルハラスメントの防止
織場におけるセクシュアルJlラスメントなど不当な取り扱いに関
する方針を明確化し,社内報やパンフレツトにより,その周知徹底
を囲るとともに1苦惜.相談の窓口を明確にするoまた1不当な取
り扱いが生じた場合には-迅速かつ適切な対応を行うo

く21男女共同参画社会を実現するo
O意識改革の徹底

啓発冊子の作成などにより-経営トップから新入社員に至るまで意
識改革を行い-性別役割分担意識の払矧こ努めるQ

Ql両立支援のための諸制度の整備
企業の実情に応じl労働時間一就労場所.休暇などについて多様
な選択肢を用意し-仕事と家庭の両立支援のための諸制度く短時閤
勤務制度-テレワ-久育児休業等lの整備に努めるo

61ポジテイブアクションの実施
企業における意識改革の手段としては,性別に関わりなく意欲と
能力のある人材が活躍できる職場づくりのためのポジテイブアクシ
ヨンの実施が有効であるo
女性の勤続年数の伸長,女性の役員.管理職の拡大などについて-
企業の実情に応じた目標を掲げるよう努めるとともに1管理職にチ
ャレンジする女性をサポ-トする研修や,男性の意識改革のための
研修等を行う.
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